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第６期帯広市農業・農村基本計画の改定に係るアンケート調査

◆本計画策定時調査と同様の「対象者」や「設問」での調査実施

（１）調査対象者：基準日現在の認定農業者等の経営者と配偶者。配偶者がいない場合は、
経営主のみ。共同経営の場合は、主に経営を担っている経営主が回答。
※2018（平成30）年度調査時発送数 658通

（２）調査期間： 2024（令和６）年８月下旬から９月中旬まで（予定）
※郵便料値上げ前に完結

（３）回答方法： harp（オンライン回答）、郵送（返信用封筒同封）、FAX、持参（帯
広市農業技術センター窓口、ポスト）

（４）目標回答率：50％ 2018（平成30）年度回収率：42.6％
2009（平成21）年度回収率：50.5％
1998（平成10）年度回収率：44％
1984（昭和59）年度回収率：68％
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【基本的な考え方】
本計画策定時の調査結果と比較するため、
「設問の設定」については基本的に変更
しない

【設問11、12の変更】
本計画策定時の調査結果と比較するため、
「10年後の経営」を「５年後の経営」
に変更するもの

【設問9、10の選択肢の変更】
・設問９の「⑦市場価格の高騰」を
より適切な用語である「⑦販売価格の
上昇」に変更するもの

・設問10の選択肢に「販売価格の上昇」
の対となる選択肢として「⑧市況の
悪化」を追加するもの
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【設問18の新設】
改正食料・農業・農村基本法の基本理念のひとつに「環境と調和のとれた食料
システムの確立」が位置づけされたことから、農業生産活動における環境負荷
低減を進めるうえでの課題を問い、課題解決に向けた施策の検討につなげるも
の

【設問14の変更】

・改正食料・農業・農村基本法（第30条
ほか）に合わせて、「先進的な技術」を
「先端的な技術（スマート技術）」に
変更するもの

・例示を「GPSガイダンス」としていたが、
普及が進んでいることに鑑み、
「農業用ドローン」に変更するもの
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【設問24の新設】

・国は、改正食料・農業・農村基本法に
おいて、「国内への食料供給に加え、
海外への輸出を図ることで農業及び食料
産業の発展を通じた食料供給能力の維持
が図られなければならない」旨を規定し、
輸出を促進する考え

・川西・大正両農協においても、長いも等
の輸出に取り組んでいるところ

・輸出量を増やしていくために必要と考え
る取組を問い、今後の施策の検討につな
げるもの

【設問20の選択肢の追加】
「作物の収量等が低下する」の対となる
選択肢がなかったため、「作物の収量等
が増加する」を選択肢に追加するもの
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【自由記載の変更】
改正食料・農業・農村基本法に関する帯広
市への意見等を含めて記載していただける
よう変更するもの

【設問31の選択肢の追加】
改正食料・農業・農村基本法に合わせて選
択肢を追加するもの
⑤先端的な技術（スマート技術）等の活用
⑪農作業の外部委託の促進
⑱消費者理解の促進

【設問の削除】
農村地域活性化に関する設問として設けて
いたが、農業従事者自身の高齢化が進んで
いることや、農村地域の発展にはシルバー
世代に限らず幅広い年代の参画が重要との
考えから、設問の意義が薄れているものと
して削除するもの

削除予定
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【参考】
前回（2018（平成30）年度）
アンケート調査実施要領

「認定農業者等」とは

・認定農業者

・経営所得安定対策交付金申請者

・定期報告書提出者

・肉畜等に関する調査依頼先
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